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一．出入国・在留関係諸申請の「理論」

「出入国管理及び難民認定法」の目的【法第1条】
「本邦」：日本国の主権が及ぶ場所的範囲＝日本の領域（領土・領海・領空）

「入国」：人が日本の領域内に入ること（上陸及び在留を含む）

「出国」：本邦外の地域に赴く意図をもって本邦の領域外に出ること【法第25条、法第60条】

定義【法第2条】
「外国人」【第2号】
戸籍の記載≒真実

⇒日本国民でないのに戸籍のある場合、日本国民であるのに戸籍のない場　　

合
「旅券」【第5号】
旅券（狭義、国民旅券）

⇒外国に渡航する自国民に対して当該国政府が発行する旅行文書で、その所持人の国籍及び身分を公証し、かつ渡航先国の官憲に対し所持人の保護と旅行の便宜供与を依頼する公式の文書

外国人旅券

⇒日本国政府の承認した外国政府が自国内に居住する自国民以外の者に対して発行した渡航文書

在留資格制度【法第２条の２第１項第２項】
⇒在留資格を判断の基準にして外国人の入国及び在留の管理を行うもの
在留資格　
⇒「活動」と「在留」の二つの要素を結び付けて作られた概念・枠組みであって、外国人が本邦において一定の活動を行って在留するための入管法上の資格
日本社会にとって好ましいと認める外国人の活動類型を法律で明示したもの…我が国の外国人受入政策の反映
⇒「第3次出入国管理基本計画」【法第61条の9】
「平成16年版出入国管理」
在留資格の取得【法第22条の2】…【法第2条の2第1項】の例外　
在留期間【法第２条の２第３項、規則第３条、規則別表第２】

外国人の在留の原則（就労活動の制限、資格外活動の許可）【法第19条】

資格外活動
⇒1年以下の懲役・禁固、200万円以下の罰金【法第73条】

⇒3年以下の懲役・禁固、300万円以下の罰金【法第70条第1項第4号】

＋退去強制【第24条第4号イ】

外国人の入国【法第3条】

上陸申請の要件【法第6条第1項】

「査証」【外務省設置法第4条第13号（査証に関すること）】

⇒査証を申請する外国人の所持する旅券が権限ある官憲によって合法的に発給された正式のものであり、かつ有効なものであることを確認するとともに、当該外国人の本邦への入国及び滞在が査証に記する条件の下において適当であると認定する行為（昭和57年1月10日東京地裁決定）
査証の種類：「外交」「公用」「就業」「通過」「短期滞在」「一般」「特定」
上陸条件【法第7条第1項】

①「旅券」及び「査証」に係る条件【第1号】

②「在留資格」に係る条件（真実性、該当性、適合性）【第2号】

③「在留期間」に係る条件【第3号】

④「上陸拒否事由非該当性」に係る条件【第4号】

【法第5条、規則第6条の2第5項但書、法第12条第1項第2項】
上陸許可基準【基準省令】
⇒入国・在留する外国人が我が国の経済や国民生活に及ぼす影響等を勘案の上入国管理政策の観点から上陸を許可する外国人の範囲を調整するため、在留資格該当性に加えての、更に適合すべき在留資格に係る上陸条件として定められたもの
資格外活動と上陸許可基準の関係
上陸条件の立証責任【法第7条第2項】

在留資格認定証明書制度【法第7条の2第1項】
　在留資格認定証明書

　⇒「当該外国人が前条第1項第2号に掲げる条件に適合している旨の証明書」

前条第1項第2号に掲げる条件⇒
「申請に係る本邦において行おうとする活動が虚偽のものではなく、①別表第１の下欄に掲げる活動（5の表の下欄に掲げる活動については、法務大臣があらかじめ告示をもって定める活動に限る。）又は②別表第2の下欄に掲げる身分若しくは地位（永住者の項の下欄に掲げる地位を除き、定住者の項の下欄に掲げる地位については法務大臣があらかじめ告示をもって定めるものに限る。）を有する者としての活動のいずれかに該当し、
かつ、
別表第1の2の表及び4の表の下欄に掲げる活動を行おうとする者については我が国の産業及び国民生活に与える影響その他の事情を勘案して法務省令で定める基準に適合すること。」

【在留資格該当性】

①別表第１の下欄に掲げる活動（5の表の下欄に掲げる活動については、法務大臣があらかじめ告示をもって定める活動に限る。）
【原則】5の表の下欄に掲げる活動×

【例外】法務大臣があらかじめ告示をもって定める活動○
②別表第2の下欄に掲げる身分若しくは地位（永住者の項の下欄に掲げる地位を除き、定住者の項の下欄に掲げる地位については法務大臣があらかじめ告示をもって定めるものに限る。）を有する者としての活動
永住者の項の下欄に掲げる地位×

【原則】定住者の項の下欄に掲げる地位×
【例外】法務大臣があらかじめ告示をもって定めるもの○
【基準省令適合性】

別表第1の2の表及び4の表の下欄に掲げる活動を行おうとする者
⇒法務省令で定める基準
「在留資格及び在留期間」の決定【法9条第3項】

入管法における代理と取次

　平成16年12月10日規則改正（平成17年1月31日施行）
　代理人【法第7条の２第2項、法第10条第3項、第48条第5項、第22条の4第4項、第54条】

　取次者等【規則第6条の2第4項、規則第19条第3項、規則第19条の3第3項、規則第20条第4項、規則第21条第3項、規則第21条の2第4項、規則第22条第2項、規則第24条第3項、規則第29条第3項】
在留資格に係る「許可」の性質
変更【法第20条】更新【法第21条】永住【法第22条】取得【法22条の2】
認定【法第7条の2】上陸特別許可【法第12条】在留特別許可【法第50条】
マクリーン事件判決（最判昭53年10月4日大法廷判決）

最高裁：「法務大臣の広汎な裁量」（原審：「法務大臣の自由な裁量」）

二．出入国・在留関係諸申請の「実務」
「日本人の配偶者等」【法別表第2】
日本人の配偶者
1 日本人との間に婚姻関係が法律上存続していること【法例第13条】
2 婚姻関係が社会生活上の実質的基礎を失ってないこと

· 実質的基礎⇒客観的に判断（最判平１４．１０．１７）

在留資格取消制度【法22条の2】
後発的瑕疵に基づく取消し（撤回）
原始的瑕疵に基づく取消し
· 日本人の配偶者の連れ子⇒「定住者」（定住告示6号）

· 日本人の配偶者の実親⇒「定住者」（非告示定住）×「家族滞在」
· 日本人と離婚した外国人⇒「定住者」（非告示定住）

· 日本人の実子を扶養する外国人親⇒「定住者」（非告示定住）

※平成8年7月30日付法務省入国管理局長通達

民法第817条の2の規定による特別養子
· 6歳未満の養子⇒「定住者」（定住告示7号）

· 6歳以上の養子⇒「定住者」「特定活動」

日本人の子として出生した者
· 日本人の子として出生しながら、外国人である場合【国籍法第12条】
· 出生による日本国籍取得【国籍法第2条第1項第2号】

· 日本人父が外国人母との間の子を認知した場合⇒「日本人の配偶者等」

· 出生後すぐ認知し、30日以内に在留資格取得許可申請
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